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原子炉等規制法第六十一条の二

核原料物質及び核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律第六十一条の二第四項

に規定する製錬事業者等における工場等

において用いた資材その他の物に含まれる

放射性物質の放射能濃度についての確認

等に関する規則（クリアランス省令）

NISA文書

放射能濃度の測定及び評価方法の認可に

ついて（内規）

原子炉施設のクリアランスに係る
基準についてのガイダンス

独立行政法人 原子力安全基盤機構

規格基準部

JNES-SS レポート

JNES-SS-0618

2006年10月

本ガイダンスの位置付け

クリアランス制度の初めての適用となった

東海発電所の審査を通じ、JNESはクリアラ

ンスに係る技術的な事項を検討し、その結

果等をNISAへ情報提供することにより技術

的な支援を行った。

それらの情報を整理したものである。
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法律

●放射能濃度の
測定及び

評価の方法
の認可

(第61条の2第2項)

●放射能濃度の
確認

(第61条の2第1項)

省令

【確認の申請（第3条）】

（記載する事項等）
・対象物の種類、数量及び重
量
・放射性物質毎のD,D/C、対
象物のD/Cの総和（ΣD/C）
【確認証の交付（第4条）】

（確認の基準）
・基準を超えていないこと
・測定及び評価の方法の認可
に従って行われたこと

NISA文書

１．評価に用いる放射性物質

クリアランス
の基準

【基準（第2条）】

・対象物に対する放射性物質及びそのクリアランスレベル
・判断基準は、ΣD/C≦１

【測定・評価基準（第6条）】

（認可の基準）
①評価に用いる放射性物質
の選定方法

②評価単位設定方法
③放射能濃度の決定方法
④測定装置の選定方法、
測定条件の設定方法

⑤対象物の管理方法

認可
基準

○原子力安全委員会が選定した核種
(H-3,Mn-54,Co-60,Cs-134,Cs-137,Eu-152,Eu-154,Pu-239,Am-241)
○上記以外の核種であって放射線量を評価する上で影響
が予想される核種がある場合は、当該核種を追加。

○評価に用いる放射性物質以外の放射性物質のΣD/C
が10%未満であること。

２．評価単位の設定

【認可の申請（第5条）】

（記載する事項等）
・対象物の種類
・評価に用いる放射性物質の
種類

・評価単位
・放射能濃度の決定方法
・放射線測定装置、測定条件
・対象物の管理方法

【機構の確認（第7条）】

（確認事項等）
・測定及び評価の方法の認
可に従って行われたこと
【機構に対する通知（第8
条）】
（通知事項等）
・対象、方法
【確認結果の通知（第9条）】

（通知事項等）
・対象、方法、結果

原子炉施設のクリアランス制度に係る法令等の概要

３．放射能濃度の決定方法

４．放射線測定装置の選定、測定条件の設定

５．放射能濃度確認対象物の管理

○原則１トンを上限として平均放射能濃度を評価する。
○評価単位内での著しい偏り（１００kg程度の測定単位でク
リアランスレベルの１０倍を超える）がないこと。

○評価単位内での放射能濃度の最大濃度が最小濃度の１
０倍以内であるなどの場合は１０トンまで拡張できる。(大
型の対象物）

○表面汚染のみの場合であって部材の厚さが大きい物の
評価厚さについては、放射能濃度が過小評価にならない
よう考慮すること。

○放射化されたコンクリート等の表面における放射能濃度
がクリアランスレベルの５倍以下の値となっていること。

○汎用測定装置以外の測定装置が使用される場合は、そ
の測定装置の性能を確認すること。

○容器等への収納、封印、定められた場所での保管、保管
場所の出入り口の施錠などの措置が講じられていること。

○関係者以外の者が保管場所に入らないよう立入制限され
ていること。

６．その他
○上記以外に放射能濃度の測定及び評価に係る業務が高
い信頼性をもって機能していることを確認するため、事業
者において構築されている品質保証体制について確認す
る。

認
可
の
基
準
の
適
用
に

当
た
っ
て
留
意
す
る
。

（総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会（第16回）資料からの抜粋）
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法令に基づく行政手続きの流れ

事業者事業者

JNESJNES

保安院保安院

環境省環境省

原安委原安委

事前調査

クリアランス方法
の認可申請

審査

認可

クリアランス測定 クリアランス結果
の確認申請

確認の通知書

確認

確認

確認証
交付

報告

連絡

法§61の2.2
省令§5

省令§6

法§72の2の2

連絡

法§72の2の2

法§72の3

法§61の2.1
省令§3

省令§4
省令§9

確認結果
の通知

省令§8

クリアランス測定

クリアランス結果
の確認申請

意見（必要
な場合）

意見（必要な場合）

意見（必要な場合）

以下同様の手続き

搬出

マニフェスト管理

マニフェスト管理 廃掃法§12の3

（廃棄物の場合）
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１．評価対象核種

省令の33核種について原子

炉施設全体の推定放射能
濃度評価(1)

省令の33核種について原子

炉施設全体の推定放射能
濃度評価(1)

(A)
省令の33核種のD/C
総和の計算

(A)
省令の33核種のD/C
総和の計算

(B)
重要核種(2)のD/C総和

の計算

(B)
重要核種(2)のD/C総和

の計算

(B)/(A)≧90%?(B)/(A)≧90%?

評価対象核種は重要核種(2)

に決定

評価対象核種は重要核種(2)

に決定

(C)
重要核種(2)以外の核種か
らD/C割合の大きな核種
を追加しD/C総和を計算

(C)
重要核種(2)以外の核種か
らD/C割合の大きな核種
を追加しD/C総和を計算

(C)/(A)≧90%?(C)/(A)≧90%?

No

Yes

No

評価対象核種は重要核種(2)

及び追加した核種に決定

評価対象核種は重要核種(2)

及び追加した核種に決定

Yes

D : 核種濃度(Bq/g)
C : 対象核種のクリアランスレベル(Bq/g)

＜評価対象核種選定の基本フロー＞
(1) 収集した放射能測定データ、放射化計算から評価する

(2) 重要核種は下記の通り

（軽水炉及びガス炉）

3H, 54Mn, 60Co, 90Sr, 134Cs, 137Cs, 152Eu, 154Eu, 239Pu, 241Am

東海発電所はガス炉であり、減
速材として黒鉛を使用していたこ
とから、C-14を評価対象核種に

追加している。
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２．評価単位 (1/2)
[NISA文書]

（1）「放射能濃度の分布の均一性」については、100kg程度を測定単位として測

定されたそれぞれの測定単位ごとの放射能濃度に著しい偏りがないことを確
認すること。（評価単位内の一部の測定単位において、クリアランスレベルの
10倍を超える放射能濃度が測定された場合には、著しい偏りがあるものとし

て取り扱う。対象物に局所的に放射能濃度の高い部分がある場合には、除
染等が行われ、著しい偏りがないものとなることが求められる。）

（2）「想定される放射能濃度」については、平均放射能濃度（測定により求められ

る放射能濃度の平均をいう。以下同じ。）がクリアランスレベル以下になること
が見込まれていることを確認すること。
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２．評価単位 (2/2)
[NISA文書]

（3）1回の測定で取り扱うことのできる重量については測定装置の種類等により
異なるものの、当分の間、評価単位については、原則、1トンを上限とし、認可
申請の審査に当たっては、評価単位が1トン以下であることを確認すること。

ただし、建屋コンクリート、大型機器等の大型の対象物については、あらか
じめ100kg程度を測定単位として対象物に係る測定単位ごとの放射能濃度を

測定し、これらの測定単位ごとの放射能濃度のうち最大濃度と最小濃度を比
較した結果、最大濃度が最小濃度の10倍以内にあると認められる場合には、
上記のように評価単位を原則1トンとする取扱いにかかわらず、評価単位の
上限を最大10トンまで拡張することができる。このほか、これらの測定単位ご

との放射能濃度のうち最大濃度がクリアランスレベル以下であり、かつ、平均
放射能濃度がクリアランスレベルと比較して極めて低いレベルにある場合に
も、評価単位の上限を10トンまで拡張することができる。

●100kg程度の単位でクリアランスレベルの10倍以下であることを確認出来れば、
必ずしも100kg程度の単位での測定を実施する必要はない。

●ただし、クリアランスの品質維持及び向上の観点からは、合理的に可能な範囲
で詳細に測定し、その結果を記録しておくことが望ましいと考えられる。
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３．放射能濃度の決定方法 (1/4)

【クリアランス省令第六条第三号】
（測定及び評価の方法の認可の基準）
第六条 法第六十一条の二第二項の規定に基づく放射性物質の放射能濃度の測定及び
評価の方法の認可の基準は、次に掲げるとおりとする。
三 放射能濃度確認対象物中の放射性物質の放射能濃度の決定が、放射能濃度確認
対象物の汚染の性状を考慮し、放射線測定その他の適切な方法によるものであること。
ただし、放射線測定装置によって測定することが困難である場合には、適切に設定さ
れた放射性物質の組成比、計算その他の方法により放射能濃度が決定されているも
のであること。

【クリアランス省令第六条第三号】
（測定及び評価の方法の認可の基準）
第六条 法第六十一条の二第二項の規定に基づく放射性物質の放射能濃度の測定及び
評価の方法の認可の基準は、次に掲げるとおりとする。
三 放射能濃度確認対象物中の放射性物質の放射能濃度の決定が、放射能濃度確認
対象物の汚染の性状を考慮し、放射線測定その他の適切な方法によるものであること。
ただし、放射線測定装置によって測定することが困難である場合には、適切に設定さ
れた放射性物質の組成比、計算その他の方法により放射能濃度が決定されているも
のであること。

日本原子力学会標準「クリアランスの判断方法：2005」
●外部放射線測定法 (例えば、全γ線測定法)
●核種組成比法
●平均放射能濃度法
●相対比率計算法
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３．放射能濃度の決定方法 (2/4)

サンプル分析データによる相
関性の検討

・相関図の観察

・t検定の実施

相関の有無

核種組成比法の適用不可
他の方法による評価の検討

対数正規性の有無

対象核種の重要度

系統・汚染形態の分類要否

系統・汚染形態の分類評価
・核種組成比分布図の観察
・F検定の実施

分類別に核種組成比
を設定

核種組成比の分類が
不要

要

不要

高

無

有

有

無

対象核種の重要度評価
・D/Cがキー核種の2桁以内か？
・ΣD/Cが1を超える可能性を無視
できるか？

サンプル数の評価
・相関係数の安定性の確認
・核種組成比の安定性の確認

サンプル数の充足性

核種組成比の設定核種組成比の設定

低

有

サンプル追加

無

＜核種組成比の設定フロー＞
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３．放射能濃度の決定方法 (3/4)
（表面汚染物及び放射化コンクリートの扱い）

表面汚染物の放射能濃度

[NISA文書]

対象物の汚染が表面汚染のみである場合には、放射能濃度確認規則第6 条
第3 号にいう放射能濃度を決定する場合の適切な方法としては、対象物の

放射能量（測定により求められる当該対象物の表面汚染密度に当該評価単位
ごとの汚染面の表面積を乗じて得られる放射能量をいう。）を当該対象物の重量
で除すことによって放射能濃度を決定する方法も認められる。ただし、建屋コンク
リートのように部材が厚い場合には、決定される放射能濃度が過小評価と
ならないように、適切な厚さ（5cm 程度）に応じた当該対象物の重量をもとに

放射能濃度が決定されていることを確認すること。
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コンクリートの放射化表面からの厚さ（cm）

放
射
能
濃
度
（
B
q/
g）

放射化コンクリートの放射能濃度

Co-60, Eu-152等の

クリアランスレベル

３．放射能濃度の決定方法 (4/4)
（表面汚染物及び放射化コンクリートの扱い）

＊60cm角のコンクリート塊
が25cmの厚さで放射能
濃度が1/10となること

を想定。

表面からの平均濃度

厚さ1ｃｍごとの放射濃度

中性子

1ｃｍ

表面（表面から1cm厚さ）
の濃度：0.5Bq/g

[NISA文書]

放射化されたコンクリート等が対象物である場合には、計算解析等による内部の
放射能濃度の推計をもとに、当該対象物の表面における放射能濃度が
クリアランスレベルの5倍以下の値となっていることを確認すること。

[NISA文書]

放射化されたコンクリート等が対象物である場合には、計算解析等による内部の
放射能濃度の推計をもとに、当該対象物の表面における放射能濃度が
クリアランスレベルの5倍以下の値となっていることを確認すること。
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[NISA文書]
（1）放射能濃度の測定に用いる放射線測定装置については、測定効率について

適切に設定されていることを確認すること。
（2）汎用測定装置以外の測定装置が使用される場合には、対象物の形状、汚染

状況等を適切に設定した模擬線源を用いて実測する等の方法により、当該
測定装置が申請書に記載されている性能を有することについて確認すること。

（3）放射能濃度の測定条件について、クリアランスレベル以下であることの判断

が十分可能な検出限界値となるように設定されていること、また、測定場所
のバックグランドの状況、対象物の遮へい効果等の影響が考慮されているこ
とを、それぞれ確認すること。

（4）対象物の放射能濃度を測定した結果、検出限界値以下である場合には、当

該対象物の放射能濃度の値が検出限界値と同じであるとみなした上で、当
該対象物の放射能濃度がクリアランスレベル以下であることを確認すること。

（5）上記（1）、（3）及び（4）の点について、放射能濃度確認規則第5条第1項第8
号の記載及び同条第2項第6号に掲げる書類により確認すること。

４．放射線測定器の選定
(放射線測定装置及び測定条件に関する基準の適用上の留意点)
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